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平成２２年４月２３日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官  

平成●●年（○○）第●●号 取立金請求控訴事件（原審・札幌地方裁判所岩見沢

支部平成●●年（○○）第●●号） 

平成２２年２月２４日 口頭弁論終結 

 

判     決 

控訴人     Ｙ株式会社 

被控訴人    国 

 

主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 控訴人 

（１）原判決を取り消す。 

（２）被控訴人の請求を棄却する。 

（３）訴訟費用は第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

２ 被控訴人 

主文同旨 

第２ 事案の概要 

株式会社Ａは、控訴人の経営するＢ倶楽部の会員となる契約を締結し、５２

０万円の保証金を預託していたものであるが、消費税及び地方消費税合計４８

６万７８０８円を滞納したため、札幌北税務署から滞納処分を受け、上記保証

金の返還請求権を差し押さえられた。本件は、被控訴人が控訴人に対し、差押
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えに係る保証金返還請求権の履行を請求している取立訴訟である。 

控訴人は、保証金の据置期間が１０年間延長されたから、返還債務の履行期

が到来していないと主張したが、原審は、保証金返還請求権の行使を制約して

もやむを得ない合理的な事情が存在するとはいえないから、据置期間を延長す

る決定の効力は、個別的に同意していない会員には及ばないと判断して、被控

訴人の請求を認容した。 

控訴人は、これを不服として、控訴を提起した。 

前提事実及び当事者の主張は、原判決書「事実及び理由」欄の「第２ 事案

の概要」の「１ 争いのない事実等」及び「２ 争点」のとおりであるから、

これを引用する。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、被控訴人の請求は理由があると判断する。その理由は、次のと

おりである。 

（１）控訴人は、本件ゴルフ倶楽部理事会と協議し、その了解を得て、平成１２

年３月１日、本件据置期間延長決定をしたと主張する。 

甲第２号証によれば、据置期間延長は、「本ゴルフ場の維持運営のため特

別の事情」があり、「理事会と協議のうえ」で決定することが要求されてい

る（本件会則１３条８項）。このうち、理事会の構成員である理事長及び理

事は、「会社が選任する」こととされている（本件会則２７、２８条）から、

控訴人が理事会と協議をしても、控訴人単独で意思決定をするのと実質的に

同じであり、会員を代表する者が協議に加わっていない。したがって、民法

１３４条の類推適用により、随意条件であるとして、本件会則１３条８項は

無効であり、各会員の個別的同意がないと延長の効果は生じないと解すべき

である。そして、本件会社が本件預託金の据置期間を１０年間延長すること

について承諾をしたと認めるに足りる証拠はない。 

また、「本ゴルフ場の維持運営のため」の「特別の事情」が保証金の返還
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に応ずると控訴人自体が倒産することをいうとすると、本件会則１３条８項

は、実質的に控訴人の決定のみで、会員の権利を変更し、据置期間を延長す

ることを認めることになる。しかし、これは、倒産法上法定多数をもって初

めて権利変更（据置期間の延長）ができることと均衡を失する。倒産手続に

よらないのであれば、会員の権利変更には個別的同意が必要であると解され

る。 

以上のとおり、控訴人は、本件据置期間延長決定を被控訴人に対抗するこ

とはできないから、控訴人の上記主張を採用することはできない。 

（２）本件保証金の額は５２０万円であり、本件における滞納税額は合計４８６

万７８０８円であるところ、甲第４号証によれば、滞納税額に延滞税（国税

通則法６０条）等を加えると、合計が５２０万円を超えることは明らかであ

るから、被控訴人は、本件保証金の全額について取り立てることができる。 

２ 以上によれば、被控訴人の請求は理由がある。よって、本件控訴を棄却する

こととし、主文のとおり判決する。 

 

札幌高等裁判所第２民事部 

裁判長裁判官  末永進 

裁判官     古閑裕二 

裁判官     住友隆行 

 


